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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第71期
第３四半期
累計期間

第72期
第３四半期
累計期間

第71期

会計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日

自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日

自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

売上高 (千円) 34,506,729 32,684,932 51,266,698

経常利益 (千円) 956,787 260,362 1,608,087

四半期(当期)純利益 (千円) 474,939 37,773 813,285

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ─ ― ─

資本金 (千円) 1,730,000 1,730,000 1,730,000

発行済株式総数 (株) 19,722,027 19,722,027 19,722,027

純資産額 (千円) 19,993,198 20,221,596 20,321,280

総資産額 (千円) 31,136,693 30,736,702 32,383,924

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 24.59 1.96 42.11

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ─ ― ─

１株当たり配当額 (円) ─ ― 8.00

自己資本比率 (％) 64.2 65.8 62.8

　

回次
第71期
第３四半期
会計期間

第72期
第３四半期
会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 20.13 8.46

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、損益等からみて重要性の乏しい関連会社のみであるため記載を

省略しております。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載をしておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業

の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　なお、当社は設備工事業の単一セグメントであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第３四半期累計期間におけるわが国の景気は、東日本大震災の影響により依然として厳しい状況に

あるなかで、緩やかに持ち直しているものの、企業収益は減少しております。北海道の景気については、持

ち直しの動きが一服し、横ばい圏内で推移しており、住宅投資、設備投資が持ち直している一方で、公共投

資は減少傾向にあるなど、依然として厳しい状況にあります。こうした経済情勢を背景に建設業界におい

て、官公庁・民間ともに受注環境が著しく悪化し、価格競争の激化が続くなど、当社を取り巻く経営環境

は極めて厳しい状況にあります。

このような環境のなかで、当社は全社をあげて営業活動を強力に展開するとともに、効率的な業務運営

とコスト低減に努めているところです。

当第３四半期累計期間の業績は、受注高３７９億７１百万円(前年同四半期比１５．１％減)、売上高３

２６億８４百万円(前年同四半期比５．３％減)、営業利益５９百万円(前年同四半期比９２．３％減)、経

常利益２億６０百万円(前年同四半期比７２．８％減)、四半期純利益３７百万円(前年同四半期比９２．

０％減)となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期会計期間末における資産合計は、未成工事支出金は増加したものの、現金預金の減少や売

上債権の回収に伴う受取手形・完成工事未収入金の減少等により、前事業年度末に比べ、１６億４７百万

円減少し、３０７億３６百万円となりました。

負債合計は、未成工事受入金は増加したものの、仕入債務の決済による支払手形・工事未払金の減少等

により、前事業年度末に比べ、１５億４７百万円減少し、１０５億１５百万円となりました。

純資産合計は、四半期純利益の計上による増加はあったものの、配当金の支払い等により、前事業年度

末に比べ９９百万円減少し、２０２億２１百万円となりました。

この結果、自己資本比率は前事業年度末に比べ３．０ポイント増加し６５．８％となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期累計期間において、特記すべき事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年２月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,722,027 19,722,027札幌証券取引所 単元株式数　1,000株

計 19,722,027 19,722,027 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年12月31日 ─ 19,722,027 ─ 1,730,000 ─ 2,364,633

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日である平成23年９月30日の株主名簿により記載し

ております。

　
① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式
415,000

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式
19,073,000

19,073 ─

単元未満株式 普通株式
234,027

― ─

発行済株式総数 19,722,027 ― ―

総株主の議決権 ― 19,073 ―

(注) １　上記「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式数」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式

がそれぞれ3,000株(議決権３個)及び400株含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式690株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
北海電気工事株式会社

札幌市白石区菊水
２条１丁目８番21号

415,000 ─ 415,000 2.11

計 ― 415,000 ─ 415,000 2.11

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号)の定めるところにより、同規則及び「建設業法施行規則（昭和24年建設省令第14号）」に準拠

して作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成23年10月１日から

平成23年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日まで)に係る四

半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２

項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見

て、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度

に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

EDINET提出書類

北海電気工事株式会社(E01855)

四半期報告書

 7/14



１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 3,346,273 882,278

受取手形・完成工事未収入金 10,370,230 9,166,989

有価証券 － 805,000

未成工事支出金 1,562,651 3,158,817

材料貯蔵品 615,169 640,280

その他 676,133 612,473

貸倒引当金 △12,510 △9,982

流動資産合計 16,557,947 15,255,856

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 3,469,904 3,802,423

その他（純額） 3,061,566 2,926,564

有形固定資産合計 6,531,471 6,728,987

無形固定資産 170,551 160,460

投資その他の資産

投資有価証券 7,522,199 6,783,774

その他 1,617,362 1,823,125

貸倒引当金 △15,608 △15,503

投資その他の資産合計 9,123,953 8,591,397

固定資産合計 15,825,976 15,480,845

資産合計 32,383,924 30,736,702

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 5,386,826 4,194,335

短期借入金 － 200,000

未払法人税等 491,066 172,444

未成工事受入金 102,708 494,025

工事損失引当金 － 1,775

その他 2,083,565 1,387,851

流動負債合計 8,064,167 6,450,432

固定負債

退職給付引当金 3,843,086 3,900,397

役員退職慰労引当金 105,400 116,784

その他 49,990 47,490

固定負債合計 3,998,476 4,064,672

負債合計 12,062,644 10,515,105
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,730,000 1,730,000

資本剰余金 2,366,860 2,366,957

利益剰余金 16,034,831 15,918,118

自己株式 △67,033 △69,435

株主資本合計 20,064,659 19,945,640

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 256,620 275,956

評価・換算差額等合計 256,620 275,956

純資産合計 20,321,280 20,221,596

負債純資産合計 32,383,924 30,736,702
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

完成工事高 34,506,729 32,684,932

完成工事原価 32,537,424 31,345,484

完成工事総利益 1,969,304 1,339,448

販売費及び一般管理費 1,198,163 1,279,969

営業利益 771,140 59,478

営業外収益

受取利息 62,716 65,747

保険配当金 61,727 64,969

その他 66,068 83,031

営業外収益合計 190,512 213,748

営業外費用 4,866 12,863

経常利益 956,787 260,362

特別利益

貸倒引当金戻入額 3,124 －

特別利益合計 3,124 －

特別損失

固定資産除却損 20,449 8,005

投資有価証券評価損 130,901 38,443

特別損失合計 151,351 46,448

税引前四半期純利益 808,560 213,913

法人税等 333,621 176,139

四半期純利益 474,939 37,773
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【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　
当第３四半期累計期間

(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

税金費用の計算 当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、

税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

　
【追加情報】

　

当第３四半期累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　

　
前第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

減価償却費 351,276千円 362,502千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 154,537 8 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの

　

該当事項はありません。

　

当第３四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 154,486 8 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの

　

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社のみであるため、記載を省略しており

ます。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

当社は、設備工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

当第３四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

当社は、設備工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 24.59円 1.96円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(千円) 474,939 37,773

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 474,939 37,773

普通株式の期中平均株式数(株) 19,315,287 19,307,737

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。

　

　
　
　
　
　
　
　
第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成24年２月８日

　

北海電気工事 株式会社

    取  締  役  会　 御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士　　五 十 嵐　　康　　彦　　㊞

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士　　竹　　内　　弘　　雄　　㊞

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北海

電気工事株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第72期事業年度の第３四半期会計期間

(平成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成23年４月１日から平成23年12

月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期

財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手

続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、北海電気工事株式会社の平成23年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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